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防衛装備庁長官

（公印省略）

中央調達における支出負担行為担当官等の補助者の任命につ

いて（通達）

標記について、下記のとおり定め、令和６年４月１日から適用すること

としたので通達する。

なお、防衛装備庁における中央調達に係る支出負担行為担当官等の補助

者の指定について（装管調第６２号。２７．１０．１）は、令和６年３月

３１日をもって廃止する。

記

１ 通則

中央調達における支出負担行為担当官等の補助者の任命については、

中央調達により調達する調達品等に係る監督及び検査に関する訓令（平

成２７年防衛装備庁訓令第３９号）に定めるもののほか、この通達に定

めるところによる。

２ 用語の意義



この通達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

⑴ 中央調達 装備品等及び役務の調達実施に関する訓令（昭和４９年

防衛庁訓令第４号）第３条に規定する装備品等及び役務の調達をい

う。

⑵ 支出負担行為認証官 会計法（昭和２２年法律第３５号）第１３条

の３第４項に規定する支出負担行為認証官をいう。

⑶ 官署支出官 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第

１条第２号に規定する官署支出官をいう。

⑷ 支出負担行為担当官等 支出負担行為担当官（会計法第１３条第３

項に規定する支出負担行為担当官をいう。）、分任支出負担行為担当

官（会計法第１３条第５項に規定する分任支出負担行為担当官をい

う。）、支出負担行為認証官及び官署支出官をいう。

⑸ 補助者 予算執行職員等の責任に関する法律（昭和２５年法律第１

７２号）第２条第１項第１２号に規定する補助者をいう。

⑹ 部隊等 防衛省本省の内部部局、防衛大学校、防衛医科大学校、防

衛研究所、統合幕僚監部、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚監

部、部隊及び機関、情報本部、防衛監察本部及び地方防衛局並びに防

衛装備庁をいう。

３ 官職の指定

⑴ 中央調達における支出負担行為担当官等の補助者の指定は別紙第１

により、支出負担行為認証官の補助者の指定は別紙第２により、官署

支出官の補助者の指定は別紙第３により、定めるものとする。

⑵ 指定された官職にある職員に対する補助者としての任命は、当該補

助者が所属する課等（課又はこれに準ずるものをいう。）が整備する

補助者任命簿への職員の氏名の記載をもって任命書の交付に代えるも

のとし、補助者任命簿は調達管理部調達企画課において管理するもの

とする。

４ 個別の任命

⑴ 支出負担行為担当官等は、前項の官職指定された者以外の職員を補

助者とすることが適当であると認める場合には、必要に応じ、当該職

員が所属する部隊等の長（防衛省本省の内部部局にあっては、大臣官

房長。以下同じ。）に対し補助者指名通知書を作成し、送付するよう

依頼するものとする。

⑵ 支出負担行為担当官等は、前号の補助者指名通知書に係る職員を補

助者に任命したときは、補助者任命書を、当該部隊等の長を経て当該

職員に送付するものとする。

なお、補助者に任命した職員については、調達管理部調達企画課に



おいて補助者名簿により管理するものとする。

⑶ 前各号の補助者指名通知書及び補助者任命書の様式は、それぞれ別

記様式第１号及び別記様式第２号を基本とする。

５ 指名取消及び解任

前項の規定は、補助者の指名取消及び解任について準用する。この場

合において、前項中「官職指定された者以外の職員を補助者とすること

が適当である」とあるのは「職員の補助者としての任命を解除する必要

がある」と、「補助者指名通知書」とあるのは「補助者指名取消通知

書」と、「任命した」とあるのは「解任した」と、「補助者任命書」と

あるのは「補助者解任書」と読み替えるものとする。

６ 委任規定

この通達に定めるもののほか、この通達の実施に際し必要な細部事項

は、調達管理部調達企画課長が定めるものとする。

添付書類：別紙第１～別紙第３

別記様式第１号及び別記様式第２号

写送付先：東海防衛支局長、長崎防衛支局長、郡山防衛事務所長、宇都宮

防衛事務所長、舞鶴防衛事務所長、岐阜防衛事務所長、玉野防

衛事務所長



別紙第１

支出負担行為担当官等補助者指定書

令和７年４月１日

支出負担行為担当官

防 衛 装 備 庁 長 官

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁調達事業部長

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁調達事業部

調 達 総 括 官

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁調達事業部

総 括 装 備 調 達 官

令和７年４月１日付をもって付表の左欄に掲げる官職にある者を、予算執行職員等

の責任に関する法律（昭和２５年法律第１７２号）第２条第１項第１２号に規定する

担当官（支出負担行為担当官及び分任支出負担行為担当官をいう。以下同じ。）の補

助者に指定し、付表の右欄に掲げる事務（防衛省組織令（昭和２９年政令第１７８

号）第１７７条第１０号に掲げる事務を除く。）について、それぞれの職分に応じ処

理することを命ずる。



付 表

官 職 事務の範囲

調達事業部長 防衛省組織令（昭和２９年政令第１７８

号）に定める所掌事務のうち、支出負担行

為担当官が行う事務

調達事業部調達総括官 防衛省組織令に定める所掌事務のうち、

担当官が行う事務

調達事業部総括装備調達官 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第１号）

に定める所掌事務のうち、担当官が行う事

務

調達管理部長 防衛省組織令に定める所掌事務のうち、

担当官が行う事務

調達管理部調達企画課長及び原価管理 防衛省組織令に定める所掌事務（防衛装

官並びに調達事業部の各調達官 備庁内部部局の内部組織に関する訓令に定

める調達管理部調達企画課品質管理企画室

長及び調達事業部の各室長の所掌事務を除

く。）のうち、担当官が行う事務

長官官房総務官及び長官官房総務官付 支出負担行為担当官防衛装備庁長官の公

総務班文書係長 印の保管に関すること

調達事業部需品調達官、調達事業部需 分任支出負担行為担当官防衛装備庁調達

品調達官付調達第１班長及び調達事業 事業部長の公印の保管に関すること

部需品調達官付調達専門官（庶務を担

当する調達専門官）

調達事業部需品調達官、調達事業部需 分任支出負担行為担当官防衛装備庁調達

品調達官付調達第１班長及び調達事業 事業部調達総括官（防衛省組織令で定める

部需品調達官付調達専門官（庶務を担 調達事業部需品調達官及び調達事業部武器

当する調達専門官） 調達官を所掌する調達総括官）の公印の保

管に関すること

調達事業部電子音響調達官、調達事業 分任支出負担行為担当官防衛装備庁調達

部電子音響調達官付調達第１班長、調 事業部総括装備調達官の公印の保管に関す

達事業部電子音響調達官付調達専門官 ること

（庶務を担当する調達専門官）、調達

事業部輸入調達官、調達事業部輸入調



達官付輸入調達官補佐及び調達事業部

輸入調達官付総括係長

調達管理部調達企画課品質管理企画室 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

長、調達管理部調達企画課調達管理室 訓令に定める所掌事務のうち、担当官が行

長、調達管理部原価管理官付企業調査 う事務

室長及び調達事業部の各室長

調達管理部原価管理官付原価管理制度 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

総括官、調達事業部需品調達官付調達 訓令に定める所掌事務のうち、担当官が行

管理官、調達事業部電子音響調達官付 う事務

調達管理官及び調達事業部輸入調達官

付調達管理官

調達管理部原価管理官付企業調査室シ 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

ステム評価・検査官及び調達事業部輸 訓令第４２条第１項の規定に基づき承認さ

入調達官付有償援助調達室有償援助調 れた所掌事務のうち、担当官が行う事務

達総括官

属表第１に掲げる班長及び補佐等 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令第４０条第１項及び第４２条第１項の

規定に基づき承認された所掌事務のうち、

担当官が行う事務

属表第２に掲げる係長 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令第４１条第１項の規定に基づき承認さ

れた所掌事務のうち、担当官が行う事務

属表第３に掲げる専門官 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令第４２条第１項の規定に基づき承認さ

れた所掌事務のうち、担当官が行う事務



属表第１

所属課等 職 名

調達管理部調達企画課 総括班長

調達管理部調達企画課品質管理企画室 室長補佐

基準総括官

調達管理部調達企画課調達管理室 室長補佐

調達管理部原価管理官 総括班長

価格算定制度班長

調達管理部原価管理官付企業調査室 企業調査第１班長

企業調査第２班長

企業調査第３班長

企業調査第４班長

作業効率化促進班長

原価管理班長

原価管理官補佐

調達事業部需品調達官 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達第４班長

調達事業部需品調達官付試作・基盤強 調達第１班長

化措置室 調達第２班長

調達第３班長

調達第３班室長補佐

調達事業部需品調達官付機械車両室 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達事業部武器調達官 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達事業部武器調達官付弾火薬室 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達事業部電子音響調達官 調達第１班長

調達第２班長



調達第３班長

調達事業部電子音響調達官付通信電気 調達第１班長

室 調達第２班長

調達第３班長

調達第４班長

ＰＦＩ事業管理班長

調達事業部電子音響調達官付電子計算 調達第１班長

機室 調達第２班長

調達第３班長

調達事業部艦船調達官 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達第４班長

調達事業部艦船調達官付誘導武器室 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達事業部航空機調達官 調達第１班長

調達第２班長

調達第３班長

調達事業部航空機調達官付航空機部品 調達第１班長

器材室 調達第２班長

調達事業部輸入調達官 輸入調達官補佐

調達事業部輸入調達官付有償援助調達 履行管理・促進班長

室 有償援助第１班長

有償援助第２班長

有償援助第３班長



属表第２

所属課等 職 名

調達管理部調達企画課 総括係長

調達管理部原価管理官 総括係長

調達管理部原価管理官付企業調査室 企業調査企画係長

原価監査係長

調達事業部電子音響調達官付通信電気 事業調整係長

室 事業管理係長

調達事業部輸入調達官付有償援助調達 管理係長

室 輸送係長

資料管理係長

有償援助第１係長

納入確認第１係長

精算第１係長

有償援助第２係長

納入確認第２係長

精算第２係長



属表第３

所属課等 職 名

調達管理部調達企画課品質管理企画室 品質管理企画専門官

補助者任命専門官

調達管理部調達企画課調達管理室 調達管理専門官

契約調整専門官

調達管理部原価管理官付企業調査室 システム評価・検査専門官

企業調査専門官

原価監査専門官

調達事業部需品調達官 調達協力専門官

ＰＦＩ事業監視専門官

調達事業部電子音響調達官付電子計算 ソフトウェア専門官

機室 ソフトウェア分析専門官

調達事業部艦船調達官付誘導武器室 調達整理専門官

調達事業部航空機調達官 ＰＢＬ専門官

調達事業部輸入調達官 輸入調達専門官

調達事業部輸入調達官付有償援助調達 契約・納入管理専門官

室 精算管理専門官

調達事業部の各調達官（輸入調達官を 調達総括専門官

除く。）及び各室（輸入調達官付有償 調達専門官

援助調達室を除く。） 事業管理専門官

契約リスクマネジメント専門官



別紙第２

支出負担行為認証官補助者指定書

令和６年４月１日

支出負担行為認証官

防衛装備庁長官官房

監 察 監 査 ・ 評 価 官

令和６年４月１日付をもって付表の左欄に掲げる官職にある者を、予算執行職員等

の責任に関する法律（昭和２５年法律第１７２号）第２条第１項第１２号に規定する

支出負担行為認証官（以下「認証官」という。）の補助者に指定し、付表の右欄に掲

げる事務について、それぞれ職分に応じ処理することを命ずる。



付 表

官 職 事務の範囲

長官官房監察監査・評価官付認証室 支出負担行為認証官防衛装備庁長官官房

長、長官官房監察監査・評価官付認証 監察監査・評価官の公印の保管に関するこ

室認証審査専門官及び長官官房監察監 と

査・評価官付認証室調整専門官

長官官房監察監査・評価官付認証室長 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第１号）

に定める所掌事務のうち、認証官が行う事

務

長官官房監察監査・評価官付認証室室 防衛装備庁の内部部局の内部組織に関す

長補佐、長官官房監察監査・評価官付 る訓令第４２条第１項の規定に基づき承認

認証室認証審査専門官及び長官官房監 された所掌事務のうち、認証官が行う事務

察監査・評価官付認証室調整専門官



別紙第３

官署支出官補助者指定書

令和６年４月１日

官 署 支 出 官

防衛装備庁長官官房

会 計 官

令和６年４月１日付をもって付表の左欄に掲げる官職にある者を、予算執行職員等

の責任に関する法律（昭和２５年法律第１７２号）第２条第１項第１２号に規定する

官署支出官の補助者に指定し、付表の右欄に掲げる事務について、それぞれ職分に応

じ処理することを命ずる。



付 表

官 職 事務の範囲

長官官房会計官付支出班長 １ 防衛装備庁内部部局の内部組織に関す

る訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第１

号）第４０条第１項の規定に基づき承認

された所掌事務のうち、官署支出官が行

う事務

２ 官署支出官防衛装備庁長官官房会計官

の公印の保管に関すること

長官官房会計官付予算・決算班長 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令第４０条第１項の規定に基づき承認さ

れた所掌事務のうち、官署支出官が行う事

務

長官官房監察監査・評価官付認証室長 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

訓令に定める所掌事務のうち、官署支出官

が行う事務

長官官房監察監査・評価官付認証室室 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

長補佐、長官官房監察監査・評価官付 訓令第４２条第１項の規定に基づき承認さ

認証室認証審査専門官及び長官官房監 れた所掌事務のうち、官署支出官が行う事

察監査・評価官付認証室調整専門官 務

長官官房会計官付予算・決算班予算係 防衛装備庁内部部局の内部組織に関する

長、長官官房会計官付予算・決算班決 訓令第４１条第１項及び第４２条第１項の

算係長、長官官房会計官付支出班支出 規定に基づき承認された所掌事務のうち、

専門官、長官官房会計官付支出班確認 官署支出官が行う事務

調定第１係長、長官官房会計官付支出

班確認調定第２係長及び長官官房会計

官付支出班支出係長



別記様式第１号（第４項第３号関係）

文 書 番 号

令和 年 月 日

防衛装備庁

支出負担行為担当官 殿

（調達管理部調達企画課長気付）

官職

支出負担行為担当官補助者（選択）＊１通知書

防衛装備庁において契約する調達品等の（選択）＊２に係る支出負担行為担当官及

び分任支出負担行為担当官の補助者となるべき職員について、別紙のとおり（選択）

＊１したので通知する。

添付書類：別紙

［記載要領］

（選択）＊１：「指名・指名取消」「指名」「指名取消」のいずれかを記入する。

（選択）＊２：別紙における事務の範囲を踏まえて記入する。また、対象の調達品等が

明確な場合は、具体的に記入する。



別記様式第１号 別紙

所 属 官名又 ふりがな 事務の 指名・任命 指名取消・
備 考

（駐屯地名等） は階級 氏 名 範 囲 年 月 日 解任年月日

備考：官職指定を行う場合には、「氏名」欄に指定された官職名を記入すること。
ふりがな



別記様式第２号（第４項第３号関係）

支出負担行為担当官補助者（選択）＊１書

文 書 番 号

令和 年 月 日

殿

防衛装備庁支出負担行為担当官の命により

調達管理部調達企画課長

支出負担行為担当官補助者（選択）＊１について（通知）

標記について、（選択）＊２通知のあった別紙記載の職員を支出負担行為担当官補助者（選択）＊１

書のとおり（選択）＊１したので、本人に伝達されたく通知する。

殿

支出負担行為担当官

防 衛 装 備 庁 長 官

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁調達事業部長

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁調達総括官

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁総括装備調達官

分任支出負担行為担当官

防衛装備庁総括装備調達官

支出負担行為担当官補助者（選択）＊１書

別紙のとおり予算執行職員等の責任に関する法律（昭和２５年法律第１７２号）第２条第１項第１

２号による補助者（選択）＊３する｡

添付書類：別紙

［記載要領]（選択）＊１：「任命・解任」「任命」「解任」のいずれかを記入する。

（選択）＊２：「指名」「指名取消」「指名・指名取消」のいずれかを記入

する。

（選択）＊３：「に任命」「を解任」「に任命・を解任」のいずれかを記入

する。



別記様式第２号 別紙

所 属 官名又 ふりがな 事務の 指名・任命 指名取消・
備 考

(駐屯地名等) は階級 氏 名 範 囲 年 月 日 解任年月日

備考：官職指定を行う場合には、「氏名」欄に指定された官職名を記入すること。
ふりがな


